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報告第７号 

 

令和４年度太田市一般会計継続費精算報告書について 

令和４年度太田市一般会計継続費に係るし尿及び下水処理施設整

備事業が完了したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１４５条第２項の規定により、報告する。 

 

令和５年９月４日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

令和４年度太田市一般会計継続費精算報告書（別紙のとおり） 
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報告第８号 

 

令和４年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率につい 

て 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４

号）第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和４年度決算

に基づく健全化判断比率・資金不足比率を別紙監査委員の意見を付け

て報告する。 

 

令和５年９月４日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義   

 

令和４年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率について

（別紙のとおり） 
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令和４年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率について 

 

１ 健全化判断比率 

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定によるもの ） 

(単位：％) 

区   分 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 

① 実質赤字比率 － １１．３３   ２０．００  

② 連結実質赤字比率 － １６．３３  ３０．００  

③ 実質公債費比率 ６．０  ２５．０       ３５．０  

④ 将来負担比率 ２４．３  ３５０．０   

・①実質赤字比率は「なし」ですが、黒字の程度は７．１８％です。 

・②連結実質赤字比率は「なし」ですが、黒字の程度は１２．０８％です。 

・早期健全化基準は、市町村の財政規模等により設定された数値で、この基準を超えた場合 

は、財政健全化計画の策定等が必要になります。 

・財政再生基準は、市町村に設定された数値で、この基準を超えた場合は、財政再生計画の 

策定等が必要になります。 

 

２ 資金不足比率 

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定によるもの） 

(単位：％) 

区  分 下水道事業等会計 
太陽光発電事業特別

会計 
経営健全化基準 

資金不足比率 － － ２０．０ 

・各会計とも資金不足は発生していないため、資金不足比率は｢なし｣です。 
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算定方法 

 

            一般会計等の実質赤字額 

①実質赤字比率 ＝ ――――――――――――――――― 

                標準財政規模 

・一般会計等の実質赤字額 

一般会計及び特別会計のうち、普通会計に相当する会計における実質赤字の額 

・標準財政規模：４５，７７７，５４１千円（令和４年度） 

 

              連結実質赤字額 

②連結実質赤字比率 ＝ ―――――――――――――――― 

                標準財政規模 

・連結実質赤字額：アとイの合計額がウとエの合計額を超える場合の当該超える額 

 ア 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実 

  質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

 イ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

 ウ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

 エ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

           （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

③実質公債費比率 ＝ （特定財源＋元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）    

 （３か年平均）    標準財政規模－（元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

・準元利償還金 

満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における

１年当たりの元金償還金相当額、一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公

営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの、債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準

ずるものほか 

 

           将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等 

④将来負担比率 ＝  に係る基準財政需要額算入見込額）               

           標準財政規模－（元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

・将来負担額 

一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高、一般会計等以外の会計の地方債の元

金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額、退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込

額ほか 

 

（公営企業） 

              資金の不足額 

資金不足比率 ＝ ――――――――――――――――― 

                事業の規模 

・資金の不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現 

 在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

・事業の規模 ＝営業収益の額－受託工事収益の額 

参 考 
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議案第９３号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員清水眞知子は、令和５年１２月３１日任期満了になる

ため、後任候補者に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求

める。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

１ 住  所   

２ 氏  名   

３ 生年月日   
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議案第９４号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員深川理恵は、令和５年１２月３１日任期満了になるた

め、後任候補者に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２

４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求め

る。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

１ 住  所   

２ 氏  名   

３ 生年月日   
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議案第９５号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員見持雅昭は、令和５年１２月３１日任期満了になるた

め、後任候補者に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２

４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求め

る。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

１ 住  所   

２ 氏  名   

３ 生年月日   
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議案第９６号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員塚本賢𠀋は、令和５年９月３０日任期満了になるため、

後任候補者に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年

法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

１ 住  所   

２ 氏  名   

３ 生年月日   
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議案第９７号 

 

   令和４年度太田市一般会計歳入歳出決算認定について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和４年度太田市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見

を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

 令和４年度太田市一般会計歳入歳出決算について 別冊 
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議案第９８号 

 

   令和４年度太田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和４年度太田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監

査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

 令和４年度太田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算について 別

冊 
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議案第９９号 

 

   令和４年度太田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和４年度太田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙

監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

 令和４年度太田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算について  

別冊 
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議案第１００号 

 

   令和４年度太田市八王子山墓園特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和４年度太田市八王子山墓園特別会計歳入歳出決算を別紙監

査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

 令和４年度太田市八王子山墓園特別会計歳入歳出決算について 別

冊 
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議案第１０１号 

 

   令和４年度太田市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和４年度太田市介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委

員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

 令和４年度太田市介護保険特別会計歳入歳出決算について 別冊 
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議案第１０２号 

 

   令和４年度太田市太陽光発電事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和４年度太田市太陽光発電事業特別会計歳入歳出決算を別紙

監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

 令和４年度太田市太陽光発電事業特別会計歳入歳出決算について 

別冊 
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議案第１０３号       

 

令和４年度太田市下水道事業等会計決算認定について 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規

定により、令和４年度太田市下水道事業等会計決算を別紙監査委員の

意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和５年９月４日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

                

 令和４年度太田市下水道事業等会計決算について 別冊 
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議案第１０４号 令和５年度太田市一般会計補正予算（第４号）につ

いて 別冊 

議案第１０５号 令和５年度太田市国民健康保険特別会計補正予算

（第１号）について 別冊 

議案第１０６号 令和５年度太田市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）について 別冊 

議案第１０７号 令和５年度太田市八王子山墓園特別会計補正予算

（第１号）について 別冊 

議案第１０８号 令和５年度太田市介護保険特別会計補正予算（第１

号）について 別冊 

議案第１０９号 令和５年度太田市太陽光発電事業特別会計補正予算

（第１号）について 別冊 

議案第１１０号 令和５年度太田市下水道事業等会計補正予算（第１

号）について 別冊 
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議案第１１１号 

 

太田市火災予防条例の一部改正について 

 太田市火災予防条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和５年９月４日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

太田市火災予防条例の一部を改正する条例 

 太田市火災予防条例（平成１７年太田市条例第２４５号）の一部を

次のように改正する。 

 第１１条第１項第３号の２中「キュービクル式のものにあっては、」

を削る。 

 第１１条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第

１０５号）第２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に

規定する原動機付自転車をいう。第１２号において同じ｡）をいう。以

下この条において同じ｡）に」を「自動車、原動機付自転車、船舶、航

空機その他これらに類するものをいう。以下同じ｡）にコネクター（充

電用ケーブルを電気自動車等に接続するためのものをいう。以下同じ｡）

を用いて」に、｢及び全出力２００キロワットを超えるものを除く｡）

をいう」を「を除く｡）をいい、分離型のもの（変圧する機能を有する

設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納する

設備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ｡）により構成

されるものをいう。以下同じ｡）にあっては、充電ポストを含む」に改

め、同項第１号ただし書中「不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開

口部のないものに面するときは」を「次に掲げるものにあっては」に

改め、同号に次のように加える。 
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ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面

するもの 

イ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

第１１条の２第１項第２号中「筐体は」を「筐
きょう

体は､」に改め、同

号に次のただし書を加える。 

ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。 

第１１条の２第１項第４号中「雨水等」を「その筐体は雨水等」に

改め、同項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同項

第７号中「急速充電設備と電気自動車等の接続部に」を「コネクター

が電気自動車等に接続され､」に､「接続部が」を「コネクターが当該

電気自動車等から」に改め、同項第１１号中「緊急停止させることが

できる措置を講ずる」を「緊急に停止することができる装置を、当該

急速充電設備の利用者が異常を認めたときに、速やかに操作すること

ができる箇所に設ける」に改め、同項第１２号中「自動車等」を「急

速充電設備と電気自動車等」に改め、同項第１３号中「(充電用ケーブ

ルを電気自動車等に接続するための部分をいう。以下この号において

同じ｡)」を削り、同項第１６号中「当該蓄電池」の次に「(主として保

安のために設けるものを除く｡)」を加え、同項中第１８号を第１９号

とし、第１７号を第１８号とし、第１６号の次に次の１号を加える。 

⒄ 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに畜

電池（主として保安のために設けるものを除く｡）を内蔵しないこ

と。 

第１３条第１項を次のように改める。 

蓄電池設備（蓄電池容量が１０キロワット時以下のもの及び蓄電

池容量が１０キロワット時を超え２０キロワット時以下のもので

あって蓄電池設備の出火防止措置及び延焼防止措置に関する基準

（令和５年消防庁告示第７号）第２に定めるものを除く。以下同じ。）

は、地震等により容易に転倒し、亀裂し、又は破損しない構造とす
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ること。この場合において、開放形鉛蓄電池を用いたものにあって

は、その電槽は、耐酸性の床上又は台上に設けなければならない。 

第１３条第３項を次のように改める。 

３ 第１項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備（柱上及

び道路上に設ける電気事業者用のもの、蓄電池設備の出火防止措置

及び延焼防止措置に関する基準第３に定めるもの並びに消防長（消

防署長）が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービク

ル式のものを除く。）にあっては、建築物から３メートル以上の距

離を保たなければならない。ただし、不燃材料で造り、又は覆われ

た外壁で開口部のないものに面するときは、この限りでない。 

  第１３条第４項中「第２項並びに本条第１項」を「第１１条の２第

１項第４号」に改める。 

第１６条第１項中「いう」の次に「。以下同じ」を加える。 

第２３条第３項を削り、同条第４項第２号中「併せて図記号による

標識を設けるときは、別表第７に定めるものとしなければならない」

を「健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第３３条第２項に規定

する喫煙専用室標識を設ける場合においてはこの限りでない」に改め、

同項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識

を設けるときは、｢禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて

設ける図記号にあっては、国際標準化機構が定めた規格第７０１０

号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するものとし、｢喫煙所」と表

示した標識と併せて設ける図記号にあっては、国際標準化機構が定

めた規格第７００１号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するも

のとしなければならない。 

第２３条第５項中「前項第２号」を「第３項第２号」に改める。 

第４４条第１３号中「蓄電池設備」の次に「（蓄電池容量が２０

キロワット時以下のものを除く。）」を加える。 
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別表第３厨房設備の項を次のように改める。 

厨

房

設

備 

気

体

燃

料 

不

燃

以

外 

開放式 組込型こん

ろ・グリル付

こんろ・グリ

ドル付こん

ろ、キャビネ

ット型こん

ろ・グリル付

こんろ・グリ

ドル付こん

ろ 

１４ｋＷ以下 １００ １５ 

注 

１５ １５ 

注 

注：機器本体

上方の側方

又は後方の

離隔距離を

示す。 

据置型レン

ジ 

２１ｋＷ以下 １００ １５ 

注 

１５ １５ 

注 

不

燃 

開放式 組込型こん

ろ・グリル付

こんろ・グリ

ドル付こん

ろ、キャビネ

ット型こん

ろ・グリル付

こんろ・グリ

ドル付こん

ろ 

１４ｋＷ以下 ８０ ０ ― ０ 

据置型レン

ジ 

２１ｋＷ以下 ８０ ０ ― ０ 

固

体

不

燃

木炭を燃料とする

もの 

炭火焼き器 ― １００ ５０ ５０ ５０ 
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燃

料 

以

外 

不

燃 

木炭を燃料とする

もの 

炭火焼き器 ― ８０ ３０ ― ３０ 

上記に分類されない

もの 

使用温度が８０

０℃以上のもの 

― ２５０ ２００ ３００ ２００ 

使用温度が３０

０℃以上８００℃

未満のもの 

― １５０ １００ ２００ １００ 

使用温度が３０

０℃未満のもの 

― １００ ５０ １００ ５０ 

別表第７を次のように改める。 

別表第７ 削除 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第１１条の２第１項（第４号を除く。）の改正規定及び次項の

規定 令和５年１０月１日 

⑵ 第１１条第１項第３号の２、第１１条の２第１項（第４号に限

る。）、第１３条第１項、第３項及び第４項、第４４条第１３号

並びに別表第３の改正規定 令和６年１月１日 

（経過措置） 

２ 第１１条の２第１項（第４号を除く。）の改正規定の施行の際現

に設置され、又は設置の工事がされているこの条例による改正後の

太田市火災予防条例（以下「新条例」という｡）第１１条の２第１項

に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の

適用については、なお従前の例による。 
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３ 附則第１項第２号の規定の施行の際現に設置されている燃料電池

発電設備、変電設備、内燃機関を原動力とする発電設備及び新条例

第１３条第１項に規定する蓄電池設備（附則第５項に掲げるものを

除く。）（以下この項において「燃料電池発電設備等」という。）

又は現に設置の工事中である燃料電池発電設備等のうち、新条例第

１１条第１項第３号の２（新条例第８条の３第１項及び第３項、第

１１条第３項、第１２条第２項及び第３項並びに第１３条第２項及

び第４項において準用する場合を含む。）の規定に適合しないもの

については、この規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 附則第１項第２号の規定の施行の際現に設置され、又は設置の工

事がされている新条例第１３条第１項に規定する蓄電池設備（次項

に掲げるものを除く。）のうち、新条例第１３条第１項の規定に適

合しないものについては、この規定にかかわらず、なお従前の例に

よる。 

５ 新条例第１３条第１項に規定する蓄電池設備に新たに該当するこ

ととなるもののうち、附則第１項第２号の規定の施行の際現に設置

されているもの及び同号の規定の施行の日から起算して２年を経

過する日までの間に設置されたもので、同条の規定に適合しないも

のについては、当該規定は、適用しない。 

６ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、

同号中「喫煙専用室標識」とあるのは、｢喫煙専用室標識又は健康増

進法の一部を改正する法律（平成３０年法律第７８号）附則第３条

第１項の規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第

２項に規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものとす

る。 

７ この条例の公布の際現に設置され、又は設置の工事がされている

新条例第２３条第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて

設ける図記号のうち、新条例第２３条第４項の規定に適合しないも
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のについては、当該規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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議案第１１２号 

 

   財産の取得について 

 次のとおり内部情報系端末を取得するものとする。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

                太田市長 清 水 聖 義 

 

１ 取 得 財 産  内部情報系端末 ３１５組 

２ 取得の目的  耐用年数を経過した庁内の内部情報系端末を

更新するため 

３ 取得予定価格  ３４，１７７，０００円 

４ 取得の方法  指名競争入札 

５ 契約の相手方  太田市西本町５９番１６号 

           株式会社カワムラ 

            代表取締役 小板橋 勉 
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財産の取得について附属資料 

 

１ 取得財産の概要 

  内部情報系端末（デスクトップ型） ３１５組 

 

２ 契約履行期間 

契約締結の日から 

令和６年２月２９日まで 

 

３ 指名競争入札指名業者 

有限会社アマガサ（辞退） 

株式会社エイコー社（辞退） 

有限会社おかの（辞退） 

株式会社カワムラ 

株式会社シー・ビー・エス 

株式会社シモヤマ 
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議案第１１３号 

 

財産の取得について 

次のとおり災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を取得するもの

とする。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

１ 取 得 財 産  災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車Ⅱ型  

１台 

２ 取得の目的  消防業務の充実強化を図るため 

３ 取得予定価格  ７５，２９１，５９０円 

４ 取得の方法  指名競争入札 

５ 契約の相手方  東京都港区芝五丁目３６番７号三田ベルジュビ

ル１９階 

           株式会社モリタ東京支店 

            支店長 山 北 忠 司 
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財産の取得について附属資料 

 

１ 取得財産の概要 

５.５トン級増トン仕様消防ポンプ自動車専用シャシをベースに、 

消火活動に必要な水槽付きポンプ、圧縮空気泡消火装置及び各種消 

防資機材を搭載し、大規模災害発生時には緊急消防援助隊の出動車 

両となる。 

型  式：日野レンジャー消防車 

エンジン：直列４気筒直接噴射式、最高出力２４０ＰＳ以上 

総排気量：５.１２３Ｌ 

駆動方式：四輪駆動方式 

変速装置：電子制御式フルオートトランスミッション 

放水圧力：０．８５ＭＰａにおいて放水量毎分２．０㎥以上 

 

２ 契約履行期間 

  契約締結の日から 

  令和６年８月３０日まで 

 

３ 配置先 

  西部消防署藪塚分署 

 

４ 指名競争入札指名業者 

  小池株式会社 

株式会社佐藤工業所 

  ジーエムいちはら工業株式会社（予定価格超過） 

株式会社ナカムラ消防化学東京営業所（予定価格超過） 

  長野ポンプ株式会社東京営業所 

日本機械工業株式会社本社営業部 
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  温井自動車工業株式会社 

株式会社モリタ東京支店 
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議案第１１４号 

 

   財産の取得について 

 次のとおり高規格救急自動車を取得するものとする。 

 

  令和５年９月４日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

１ 取 得 財 産  高規格救急自動車 １台 

２ 取得の目的  救急業務の充実強化を図るため 

３ 取得予定価格  ３７，２０２，０００円 

４ 取得の方法  指名競争入札 

５ 契約の相手方  群馬県前橋市城東町一丁目６番地の８ 

           群馬日産自動車株式会社 

            代表取締役 天 野 慎太郎 
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   財産の取得について附属資料 

 

１ 取得財産の概要 

  高規格救急自動車に、高度救命処置用資機材（気道確保用資機材、

呼吸・循環管理用資機材、半自動式除細動器、血中酸素飽和度測定

器、電動式心肺人工蘇生器、心電図伝送装置、心電計等）を搭載す

る。 

  四輪駆動方式 寒冷地仕様 総排気量２．４８８Ｌ 

 

２ 契約履行期間 

  契約締結の日から 

  令和６年３月２９日まで 

 

３ 配置先 

  西部消防署 

 

４ 指名競争入札指名業者 

  群馬トヨタ自動車株式会社法人部 

群馬日産自動車株式会社 
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議案第１１５号 

 

   市道路線の廃止及び認定について 

  市道路線を次のとおり廃止し、及び認定したいので、道路法（昭和

２７年法律第１８０号）第１０条第３項及び第８条第２項の規定によ

り、議会の議決を求める。 

 

令和５年９月４日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義   






